第１１次鳥獣保護事業計画の概要別紙２


１　鳥獣保護事業計画の目的
鳥獣の保護を図るための事業（鳥獣保護事業）を計画的に実施するために、環境大臣が定める「鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針（以下『基本指針』とする）」に即して、都道府県知事が策定するもの。
（根拠：鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第4条）
２　新たな基本指針の考え方
　　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平成23年6月22日法律第70号。平成24年4月1日施行）を踏まえ、環境大臣が平成23年7月13日に新たな基本指針を告示した。その基本的な考え方は下記のとおり。
（１）鳥獣保護事業は、「人と鳥獣との適切な関係の構築」と「生物多様性の保全」を基本として、「鳥獣の地域個体群の安定的な維持」と「生活環境、農林水産業及び生態系への被害の防止」という保護管理の考え方を踏まえて実施する。
（２）鳥獣保護事業の実施に当たっては、地域住民の理解と協力のもと、「関係主体間の適切な連携」等を図り、「地域ぐるみの被害対策」を行う。
（３）鳥獣の保護管理に重要な役割を果たす狩猟者の減少、高齢化が進行するなか、地域における「鳥獣保護管理に携わる人材の確保、育成」を図る。
３　第11次鳥獣保護事業計画の概要
（１）基本的事項
　　①　計画期間は、平成25年度から平成28年度までの4年間。
　　②　現状と課題、計画の見直し規定、鳥獣の区分と保護管理の考え方等を整理。
（２）鳥獣保護区等
　　①　鳥獣の保護を図るために必要な区域を「鳥獣保護区」に指定。
（存続期間10年間）
　　　　新規指定及び区域拡大は予定なし。期間更新は60箇所。
　　②　鳥獣保護区の区域内で、鳥獣の保護等を図るため特に必要がある区域を「鳥獣保護区特別保護地区」に指定。（存続期間10年間）
　　　　再指定　1箇所
　　③　狩猟鳥獣の生息数が著しく減少している場合において、その生息数を増加させる必要があると認められる区域を「休猟区」に指定。
（存続期間2年間）　指定　51箇所
　　④　鳥獣保護区の調査及び整備等を実施。
（３）人工増殖及び放鳥獣
　　　生息数が減少しているキジの増殖、放鳥を実施する。増殖は民間事業者を中心として実施。放鳥は県や県猟友会等が実施。
（４）鳥獣の捕獲許可及び被害防除対策
　　①　有害鳥獣捕獲は、被害等の状況及び防除対策の実施状況を的確に把握し、その結果被害等が生じているか又はその恐れがあり、原則として防除対策によっても被害等が防止できないと認められる場合に許可する。
　　②　わなの使用にあたっての許可基準を記載。
　　③　捕獲に係る許可権限の、市町村への移譲を推進。
　　④　鳥獣による被害の防除対策の考え方等を整理。
（５）特定猟具使用禁止区域等
　　①　特定猟具（銃器・わな）の使用に伴う「危険の予防」又は「静穏の保持」のため必要な区域を、「特定猟具使用禁止区域」に指定。（存続期間10年間）
　　　　再指定　63箇所
　　②　狩猟鳥獣の確保と安全な狩猟を図るために設定されている猟区（2箇所）について、適切に指導。
（６）特定鳥獣保護管理計画
①　ツキノワグマ、ニホンジカ及びカモシカについて、地域個体群の安定した維持と農林業被害等の軽減を図り、もって人と鳥獣との適切な関係の構築に資するため、「特定鳥獣保護管理計画」を策定。計画期間は、平成25年度から平成28年度までの4年間。
　　②　特定鳥獣保護管理計画を実施し、「個体数管理」、「生息環境管理」及び「被害防除対策」を総合的に実施。
（７）鳥獣の生息状況等の調査及び保護管理対策等に関する事項
　　　希少鳥獣、狩猟鳥獣、特定鳥獣等の生息状況、捕獲状況、被害状況等を調査し、保護管理対策を実施。
（８）鳥獣保護事業の実施体制の整備に関する事項
鳥獣行政担当職員、鳥獣保護員、鳥獣保護センター及び環境保健研究センターの体制を整備すると共に、鳥獣の保護管理の担い手を確保育成。
（９）その他
　　　狩猟の適正管理、傷病鳥獣救護の基本的対応、安易な餌付けの防止、高病原性鳥インフルエンザなど感染症への対応、鳥獣保護の普及啓発、野生鳥獣肉の放射性物質検査を実施。

